平成2３年度　第１回建設事業再評価監視委員会議事概要（案）
日　　時　平成2３年６月７日（火）　10時00分～12時00分

場　　所　大阪府立男女共同参画・青少年センター　特別会議室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・加茂委員・小池委員・新川委員
議　　題　（１）委員長の選出等について
　　　　　（２）審議対象事業について
（３）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）委員長の選出等について
◆　委員の互選により、松澤委員が委員長に選出された。また、松澤委員長により、新川委員が委員長代理に指名された。
（２）審議対象事業について
◆　事務局から、審議予定案件、審議スケジュールについて説明。
・　再評価案件１０件、再々評価案件１１件の計21件が今回の審議予定案件である。
· 道路事業については、国道371号（石仏バイパス）を除く※印が付いている4事業につ

いて、平成20年6月策定の財政再建プログラム（案）による建設事業費の削減の影響で、現在休止中の事業であり、事業再開の可否を検討中であり、対応方針（原案）が決まり次第、評価調書をお示しする予定。
· 昨年度、委員会において事業継続という意見を頂いた大阪枚岡奈良線の交通安全施設整備
も同様の状況であり、同時期に対応方針を決定し、公表する予定。
· 審議スケジュールですが、本日は、まず、昨年度意見具申で示された「道路・街路事業の費用便益分析について」その対応について報告させていただき、その後、再評価案件6件の概要説明を行う予定。
· 2回目に本日概要説明を行う6件の個別審議を行い、以降、8月予定の第４回までに16件の個別審議を終える予定。
· 道路事業の国道371号を含む5件については、4件の評価調書ができ次第、概要説明・
個別審議を行う予定。
· 現場視察は、16件の説明が終わった段階で実施予定。
· 昨年度、同様、12月には、意見具申（案）を作成し、年明けに意見具申の公表を行いたい。
　◆［委員長］
　今年度の評価対象事業としては、ただいま事務局から21件が示された。道路事業の4

件については、対応方針（原案）検討中であり、本日の配布資料はそれらの事業を除く
17件の評価調書、事務局確認事項が用意されている。

審議の進め方は、基本的には昨年度どおりの流れで、事務局が事前に確認を行い、その
結果を踏まえながら課題整理を行い、意見具申の取りまとめを行う。これらについて、ご意見等はあるか。ご異議がないので、このような流れで進めさせていただく。

◆［委員長]
まずは、昨年度の意見具申で分りやすく示すよう要望した「道路・街路事業のB/C（費

用便益比）について」、その対応の報告をいただきたい。

道路・街路事業のB/C（費用便益比）については、昨年度の意見具申において「整備の前後や前回評価時点との比較が可能な形でのデータ等、事業効果を分りやすく示す資料の作成を努められたい。」「便益に関してはその根拠や内容を分りやすく示すよう強く要望する。」としている。

　　　道路・街路事業については、今年度8件評価案件にあがっているので、個別審議に入る前に説明を行う。

⇒［都市整備部]
お手元の資料６、道路街路事業の費用便益分析についてご覧いただきたい。

費用便益分析の目的は、社会・経済的な側面から各個別事業の妥当性を評価することにより、より効率的かつ効果的に事業を推進することと考えている。
表１をご覧いただきたい。道路整備事業は、様々事業効果が発生しており、事業効果の分類例として、道路利用者や地域社会が受ける効果項目について説明する。道路利用面では、走行時間短縮、走行費用減少、交通事故減少、いわゆる三便益の他に走行快適性の向上、歩行者の安全性、快適性の向上がある。環境面では、大気汚染、騒音、景観などがある。住民生活面では、ライフライン施設による道路空間の利用、それから、災害時の代替路の確保、交流機会の拡大などがある。地域経済面では、新規立地に伴う生産増加あるいは雇用・所得の拡大などが示されている。このように事業効果は多岐にわたっており、この他にも安全安心の観点から、救急医療や、落石による危険除去、踏切待ちによるイライラの解消などの項目も指摘されている。

これらの効果のうち、現在、採用している費用便益分析は、現時点で十分な精度があり、金銭での算出が可能な「走行時間短縮」「走行経費減少」「交通事故減少」の3つの効果に限り算定している。このため、整備路線の選定等にあたっては、この3つの効果以外の効果も勘案する必要があると考えている。

続いて、お手元の資料2ページをご覧いただきたい。現在、採用している便益算出の考え方について説明する。大阪府では、平成21年度にB/Cの一斉点検を実施している。まず、この時点での現実の道路ネットワークをもとに平成42年時点の道路ネットワークモデルを設定し将来交通量を推計する手法を採用している。その上で、検討対象となる道路を「整備する場合」と、「整備しない場合」のそれぞれの場合の供用開始後、50年間の便益、それと事業費と維持管理費を合算した整備に伴う費用額を算出して、便益と費用を比較している。
実際の便益算出にあたり設定した平成42年時点の道路ネットワークモデルの範囲は、図１のとおりである。図１のように大阪府域を7つのエリアに分割している。これは各エリアで完結する交通量を調べたところ7割ということで、自動車の出入は、概ねエリア内で完結していると考えられる。

次に、道路ネットワークに続いて、将来交通量の推計の考え方については、平成17年の全国道路交通センサスのデータをもとに、国の方が、将来の人口、あるいは今後の経済動向を見通して平成42年時点の全国の自動車OD推計値（Origin（出発地）、 Destination（目的地））というのも作成されているが、それを基礎データとして作成した平成42年度の大阪府の道路ネットワークモデルをつくり、それに交通量配分を行って推計した。なお、道路ネットワークモデルについては、道路の車線数や車線幅員、走行状況を設定しモデル化したものである。

最後に、交通量配分の代表的な方法としては、分割配分法と均衡配分法があるが、大阪府では両方の方法で試算を行い、実測データに近い値が得られた分割配分法を採用している。
続いて、資料の3ページ、走行時間短縮便益算出方法について、従来行っていた算定方法と平成20年11月に改訂された国のマニュアルの算定方法の２つの方法について概要の説明をする。

まず、走行時間短縮便益については従来の方法、対象路線を整備しない場合の総走行時間費用から、整備する場合の総走行時間費用を引いて求めるものとなっている。

従来の方法については下のイメージ図にあるように、便益を算定する範囲を整備路線と競合する数本の路線に限定した上で、交通量を配分する。図では、整備しない場合に2路線それぞれに5,000台の車両が流れ、整備する場合には、整備路線に4,000台、競合する２路線に3,000台が流れる配分になることを示している。道路を整備する場合には、各路線の配分交通量が少ないため、整備しない場合と比べて走行時間が短くなる。図の下に、このような数値による具体的な計算式を示している。この方法は、計算は容易であるが、評価の対象が限定的であるということが弱みとなっている。なお、この方法についても整備路線交通量を国の将来OD推計値、それから大阪府の道路交通ネットワークモデルにより配分しており、信頼できる基礎データを使用した分析方法であり、一定の精度は、確保されていると考えている。
　つづいて、4ページをご覧いただきたい。国のマニュアルに基づく算定手法では、下の図の
ように、一定の範囲で将来道路ネットワークモデルを設定する。この方法は、ネットワークモ
デルの設定により、先ほどのものと比べると、より現実に即したものとなっており、それがメ
リットであるが、従来のものと比べて計算が必要ということで分析に費用がかかる。整備区間
の具体の計算方法を示しているが、このような新しい道路を整備する場合は、整備しない場合
の費用はゼロ、便益は、整備しない場合から整備する場合をひくということなので、計算上、

マイナスになる。
　　　5ページをご覧いただきたい。まず中段の点線で囲んだ参考のところを説明する。

交通量と所要時間には、図1にあるように交通量が多くなるにつれて所要時間の値が大きくなるという関係がある。このため、整備がある場合の交通量と所要時間の組み合わせを場合分けすると、右側の表１にあるように４つに分類される。順番にその４つを説明すると、パターン１では、道路整備がある場合の交通量、所要時間が、当該路線の整備が無い場合と比べて、共に少くなるということで、便益はプラスになる。パターン2では、所要時間は変わらないが、交通量が少なくなるということで、この場合も、便益はプラスになる。パターン３では、所要時間は変わらないが、交通量が大きくなるということで便益はマイナスになる。パターン４については、交通量、所要時間共に大きくなり、便益はマイナスとなる。

ということで、便益がプラスとなるのは、パターン１，２の場合になる。そのうえで、５ページの上側の図をご覧ください。道路ネットワーク図の左側、縦方向のＢ区間、Ｃ区間では、整備すると車が流れるので、整備する場合の右側の図の方が交通量が大きな値になる。所要時間では、Ｂ区間が大きな値、Ｃ区間では、同じ値になる。次に道路ネットワークの右上側、横方向に、Ｄ区間とＥ区間がある。この場合、右側の図の整備する場合の方が、交通量が小さく所要時間がＤ区間では小さく、Ｅ区間は同じである。このようなケースでは、Ｄ区間、Ｅ区間でプラスの便益が発生している。

続いて、6ページ、豊中岸部線の便益データをご覧いただきたい。

豊中岸部線は、豊中市域の大阪池田線と吹田市の十三高槻線を結ぶ道路で、平成42年には国道423号新御堂筋と府道の大阪高槻京都線の間が供用する道路ネットワークを設定している。今年度の対象路線で、新御堂から千里中央線までの約900ｍの区間である。豊中岸部線の整備により、時間短縮便益がどこに、どのくらい発生しているかということを図化したものがこの図面となる。

そこに示しているように、各区間のプラス便益で合計約43億円となる。マイナス便益の方は、合計約29億円で、この路線の便益は、43ひく29で14億円となる。左側の表は、プラス便益を大きいものから上から順に、マイナス便益を大きなものから下から上にあがる方向で並べたものである。リンク名8754の市道春日豊津線では、リンクの中で最大であるが年間で5.3億円のプラス便益が出ている。リンク名6056の豊中岸部線の整備対象区間の隣接する右側の区間で、年間5.5億円のマイナス便益が出ている。このネットワークの中には、1151のリンクがあり、図面作成にあたっては、プラス、マイナスのそれぞれの便益額の累計額の７割までを示し、この表を作成した。この場合、プラス、マイナスのリンク数は、プラスが45、マイナスが29ということで、合計74表示している。1151のリンクに対して、74のリンクで全体の約7割のプラスマイナスの便益が出ている。

改めて、マイナス便益が大きいのは、整備対象区間を含む豊中岸部線。プラス便益が大きいのは、豊中岸部線に平行する北側の府道豊中摂津線、それから南側の市道春日豊津線、さらに南側の府道豊中吹田線。このように、着色された路線を区切ると南北方向約９キロメートル、東西方向約12キロメートルの範囲に収まっており、便益の多くが、豊中岸部線の場合、検討路線の周辺に発生していることがわかる。残りの3割については、これ以外のネットワーク全体で発生している。

なお、このデータを作成するには、データ整理が必要であり、21年度にＢ/Ｃの一斉点検を行った中では、このような図面作成用のデータ整理を仕様書で示していない。このため、今後、予定している個別箇所の説明では、データのある3路線について、この資料と同等の説明をさせていただきたい。また、今後費用便益分析をするにあたっては、図面化を仕様書で示し、分りやすい説明ができるように義務づけていきたいと考えている。

続いて、7ページの資料をご覧いただきたい。

今年度審議していただく十三高槻線の整備効果を事例としてまとめたものである。個別箇所の説明にあたっては、国のマニュアルで算定している三便益以外の事業効果についても説明させていただきたいと考えている。

本路線は阪急千里線をアンダーパスする計画であり、歩行者・自転車道と自動車道が上下二段の構造になっている。また、阪急千里線西側の地区は、南側には神崎川、北側にはＪＲ東海道線が走っており、隣接地区との交通が不便な状況である。この路線整備により、地域分断を解消し、安全性を向上できる効果があると考えている。また、この路線については、緊急避難路或いは消防活動用道路としての役割があり地区の防災性を向上させることもあると考えている。

このように、図面や写真等を活用し、各路線の様々な事業効果についても説明をさせていただきたいと考えている。説明は以上である。

○　昨年度は一括りで、道路及び街路の費用便益分析の審議を行った。道路交通安全として道路改良していく場合、自動車走行は必ずしもスピードアップしないし、それが目的ではなく安全が目的である。街路については、構造を変えて全体的に走行をスムーズにする、或いはバイパスで自動車の走行をスムーズにすることを主眼としている。それらをひとつにしてしまうと、費用便益分析の評価としては偏ったものとなるので、今回は分けて議論していく。

昨年度の説明は、走行時間短縮便益の算定方法を示してもらったが、示されたものが、我々としては理解が難しいということで、宿題としてお願いしていた。特に、便益の算出方法と、どんなところで便益が発生しているのかという具体的な例を示しながら、説明をいただいた。

今回、豊中岸部線の便益が70％入るような地域を取り上げて、その中で具体的にどの区間でプラス、マイナスが発生しているかを示し、マイナス便益はその区間がマイナスということではなく計算上のことで、交通量が増えれば総走行時間が増えるし、逆に交通量が減れば総走行時間が減るので、計算上はトータルでどうなるかが主眼であり、昨年度示してもらったものは実はこういう数字であった。

今日はすぐには道路の議論はしないが、昨年度の宿題として気になったことと、道路関係が非常に多いことから、ご説明いただいた。審議になれば、可能なものはこれを示していただく。
⇒［都市整備部]

　作成できるものは示していく。データが無いものについてはご容赦いただきたい。
○　今日の説明は一定理解したつもりではいるが、基本的には今日の例に出していただいたものについていうと走行時間短縮便益の効果を狙った路線であればこれでよいが、先程委員長から話があったように、歩行者の安全や周辺住宅に対する環境影響という観点に着目すると、すべての道路事業が今回出しているような計算では済むわけでなく、このあたり今後どういう方針で費用便益の議論をしていくことになるのか見通しがあれば教えていただきたい。

⇒［都市整備部]

数値化できない効果はたくさんあり、それらについては最後の資料になるが、定性的なも
のについては、図面や写真などを使って整備効果を詳しく説明していきたい。

○　確かに見た目、感じというのも良くわかるが、やはり何がしか客観的な根拠がほしい。全てができるとは思っていないが、計量化する努力は必要ではないか。例えば環境指標の計量化などの努力も大阪府独自で考えられるのではないか。
⇒［都市整備部]

例えば、ＣＯ２の削減は数値化しやすいが、新たに整備する際に発生するＣＯ２は数値化
が難しい。なかなか３便益以外は計測が難しいので、大阪府独自にというのは難しい。

○　ライフサイクルコストの問題は各種の建設事業に取り入れられ始めているが、この道路建設にも応用可能なのではないか。そういうこともあり、温暖化の算出については、環境問題の一部ではあるが、検討の余地があるのではないかと感じたがどうか。

⇒［都市整備部］

できるだけそういった情報も用意したい。国のほうが、今回の大震災を受けて、災害時の
役割についてはこれを定量化するような見直しを進めているという話も聞いているので、そういう情報は早めに把握して、中で議論ができるのであれば、そのような取り組みをしていくことも考えたい。

○　示せるものは、一定の国の方針に沿って示しく。他の指標を定性的に、特に事故なんかは定量的にするのは難しいが、できるだけ定性的なものも記述した上で、定量化についても努力していただく。

·  事務局から、府営住宅建替「富田林楠住宅」の事業概要を説明。
・　事業採択後10年間継続中で再評価を行うもの
・　昭和38・39年度の建設で老朽化が著しく、住環境悪化しており、居住水準改善やバリアフリー化、耐震性の確保のため建替えが必要である府営住宅851戸を建替える事業
・　第1期（232戸）、第2期（180戸）は竣工し、現在第3期（160戸）の工事中
・　事業の必要性に変化はなく、計画どおり事業が進捗していることから、対応方針（原案）は、事業継続としている
· 事業費について事前評価時から、かなり大幅な落差があるが、少し理解しかねる。

⇒［住宅まちづくり部］

建設単価の変更は、平成１３年度は戸当たり単価１４５０万円が１２００万円に下落して
いる。もうひとつの落札率の影響は、おおよそ８０％。

· 府営住宅は、この案件以外も同じように事業費低下しているのか。

⇒［住宅まちづくり部］

そのとおり。

· １期、２期、３期とどんどん下がっているのか。

⇒［住宅まちづくり部］

　戸当たり単価はそうである。落札率については時期によって違うので、落札率がずっと下がってきているというわけではない。現在の落札率が８０％ということ。

· 26年度までの事業計画で、当初の予定どおり進んでいると理解してよいか。

⇒［住宅まちづくり部］

当初のスケジュールどおり進んでいる。

· 26年度が完成予定年度ということは、現在工事中の３期はいつ終わるのか。

⇒［住宅まちづくり部］

３期は23年度に完成する予定である。

· ４，５期が合わせて26年度に完成するのか。４，５期はこれから入札があるのか。
⇒［住宅まちづくり部］

26年度完成予定である。入札については、現在その予定。

○　すると、当初予算から、1～３期までより、４，５期は工事費が減る可能性がかなりあるのか。

⇒［住宅まちづくり部］

実際に発注しないとわからない。

· この活用用地２ｈａは、完成してから売却するのか。

⇒［住宅まちづくり部］

　まだ建物が建っており、新しい住宅に入ると空くようになるので、用地としては最後に売
却する予定である。

○　４，５期に工事予定としている住宅の方は３期に入るので、４，５期のところに代替になる方は、活用用地にある住宅にはまだ住んでいるということか。

⇒［住宅まちづくり部］

そのとおり。

○　府営住宅の入居希望者は多いのか。要するに空室があるところが沢山あるのでは。富田林楠住宅はどのような状況か。

⇒［住宅まちづくり部］

府営住宅全体では約１０倍の応募倍率がある。場所によっては低いところもある。

富田林楠住宅は建替え中なので、今住んでいる方が新しいところに入るということ。新規募集はしていない。空き室が出ている団地は随時募集している。一定の空き室を募集しながら回している。

○　知事は府営住宅を減らすと言っている。府の住宅政策とかみ合っているのか。

○　次回までにどれくらい使われているかというデータがあれば出していただきたい。

また、府営住宅に関する府の方向性について教えていただきたい。

· 事務局から、港湾事業「堺泉北港汐見沖地区多目的国際ターミナル整備」ついて説明
・　現在、都市整備部が国から補助金を受けている事業のほとんどが交付金化しているが、この港湾事業については補助事業である。
・　国の事業評価実施要領が平成22年度に改訂され、再評価の時期について、補助事業は事業採択後10年間継続から5年間継続に変更となったため、今回再評価を行うものである。
・　堺泉北港の汐見地区は、荷捌きスペースが狭く、取扱い貨物である中古車、合板、鉄鋼、鉱産品等が輻輳し、非常に非効率な荷役形態である。この状況を解消するため、汐見沖地区に新たに岸壁を整備し、中古自動車の拠点港としての機能強化並びに物流の効率化を図るものである。
・　主な整備内容は、延長260ｍの岸壁、延長1.4㎞の臨港道路、31,000㎥泊地浚渫
・　臨港道路施工にあたり先行する下水道工事に遅れが生じたため、完成は1年遅れの平成24年度の見込み。
・　今後、事業進捗の支障となる要因もなく、事業の必要性に変化はないことから、対応方針（原案）は、事業継続としている。
○　地震とか津波とか新しい環境の中でそういう視点が入っているのか。そういう点も加えて対応しているのか。ここだけの問題ではないが、府はどう考えているか教えて頂きたい。
⇒［都市整備部］
東日本大震災では、想定外の津波で、港湾施設をはじめ、海岸防潮施設等かなり被害をう
けており、今、国の方で、今後、港湾施設の防災面をどうしていくのか検討が進んでいるところである。一番大事なのは、逃げるということで、まず、府民の皆様の安全を確保する必要があるので、そのようなことが起こったら、どうしたら安全にできるか、逃げるということを重点に検討しているところである。その後に、東南海・南海地震が起こった時に大阪湾一帯の津波がどうなるか　国の中央防災会議で検討がなされているが、その検討を受けて、港湾施設、海岸防潮施設これの津波に対する防御をどうしていくか、検討していき、これに必要なことは随時やっていく。

○　中古自動車輸出の拠点港としての機能強化並び物流の効率化を図ると、これが、最も大きな事業の目的。これに対して18年度の事前評価時に意見がでたように記憶しているが、採択をするが付帯意見のようなものがついていたような気がするが中古自動車の輸出について今後の見通しはどうか。つまり、ターミナルを作ったけども、その後どのように利用されるのか、どの程度利用されるのか、かなり質問が出たように思うが、前回の資料が残っているか。

⇒［事務局］
平成18年度の意見具申の内容をみると「同港の中古自動車の中期的な輸出量予測につい
ては、同港の公共岸壁等を順次整備する際の重要な根拠となるものであることから、多面的な分析を行い、その精度を高めるなど、整備の必要性について、より説得性を高めるべきではないかとの意見があったことを付記しておく。」と記載されている。
· その意見について何か検討しているのか。

⇒［都市整備部］
今、手元に具体的な資料を用意していない。その利用にあたっては、利用していただく代
理店さん船主さんとポートセールスをかけていくことが一番重要な話になってくるので、そのあたり整理し説明させていただきたい。

○　次回説明お願いする。

事務局の方で整理している確認事項について、視点１の事業の必要性は、中古自動車の拠点港としての機能強化並び物流の効率化を図るため事業の必要性に変化はないと、その辺については、もう一度説明の方がいるのではないか思うので、お願いしたい。B/Cについては、事業費が減少したことにより、増加しているが、もう一度、事業費が減少した内容について説明いただきたい。臨港道路施工にあたり先行する下水道工事に遅れが生じたため、完成は1年遅れの平成24年度となる見込み。視点２の方の今後の進捗見通しについて、23年度までに泊地浚渫が完了し、平成24年度に岸壁、臨港道路の整備が完了する予定。視点３の方は工事進捗率が73％ということで代替案の余地はないということで。この３つについてどうか。

○　先ほどの議論と重なるが、視点１の特に中古自動車拠点という点については、今後の見通しもそうであるが、この5年間の実績というのを、ぜひ次回データとして出していただければ説得性があるのではないかと思う。

2つめに事業費の縮減効果が大きいが、特に既存防波堤については防災との関係もあり
もう少し詳しく説明をいただきたい。

それから、下水道工事の遅れという点で、別の事業者ということであるが、その理由が何
であるか気になるところである。今後の見通しにも係わると思うのでこの下水道工事のほうの事業主体がどういう状況なのか説明をいただきたい。
⇒［都市整備部］
事業費については、汐見地区では、現在大阪湾臨海広域整備センターで廃棄物の埋立事業
を行っている。その廃棄物の埋立を行う船のために仮設の防波堤を設置していた。その防波堤を港湾局の方で利用できないかという話があり、50年もつかどうか、そのあたりをセンターで検討し、追加で補修工事をすれば利用できることが判明したので、それを活用することで防波堤を新たに作る必要がなくなったので事業費を削減させていただいたというものである。

岸壁の方は、落札率の低下があったので工事費が減少した。
工事の延期の方については、下水道工事は地元の泉大津市が行っているが、発注にあたっ
て、低入札となり、調査に3か月期間を要し、その玉突きで遅れたのが現状である。

○　既存の仮設の防波堤を使うということで当然、調査をされたということで評価しているが、この構造物が50年もたないので、その間の更新は当然入っているという理解でよいのか。

⇒［都市整備部］
50年もつように、センターの方で更新工事を行う。
· 事務局から道路交通安全事業「大阪高槻線歩道整備」の説明
・　事業採択後10年間継続中で再評価を行うもの
・　現在、狭小な歩道や歩道の無い延長640ｍの区間において、両側に4mの歩道を拡幅整備するものである。
・　工事の進捗率は85％であるが、財政状況の悪化により、用地買収を伴う区間の整備に着手できなかったため、完成は9年遅れの平成25年度の見込み。平成23年度、用地買収を伴う区間の整備に着手。
・　事業進捗が大幅に遅れているが、当事業箇所の自動車や歩行者等の交通量は非常に多く、交通事故件数も依然多い状況であることから、事業の必要性に変化はないことから、対応方針（原案）は、事業継続としている。

○　この現況写真①、②のところが用地買収を要する主な区間、このあたりが、用地が必要であるという理解でよいか
⇒［都市整備部］
①右側歩道のない部分について南側拡幅して用地買収を行い拡幅する場所となっている
○　何メートルぐらい拡幅し、延長は何メートルなのか。
⇒［都市整備部］
用地買収は約４メートルの拡幅、延長が150メートル弱で約600平方メートルである。
○　では、歩道幅分、全部拡幅しないといけないのか。
⇒［都市整備部］
南側の都市計画の線まで歩道部分全部買収という形で考えている。
○　用地買収の意向は、まだ明らかではないという状況か。
⇒［都市整備部］
用地買収については、これからである。昨年度、吹田支援学校の鳥飼分校ということで、旧の
鳥飼高校が支援学校として開校し、吹田支援学校の生徒さんも歩かれるということなのでできるだけ頑張って整備を進めていきたい。
○　写真から見ると住宅があって用地買収が難しいという状況でもなさそうである。
⇒［都市整備部］
南側には、倉庫等も存在するが都市計画道路があるので、あまり大きな物件が立っている状況
ではない。
○　できるだけ、早く整備していただきたい
○　特に事故が多発しているところについては、一時的に用地買収が済むまでずっとほっておくのではなく、一時的な簡単な工事でその安全面を確保されるような、そんな所はないか。
⇒［都市整備部］
事故の内容は把握していないが、1番の写真左側は、南側については歩道が全くないところで
歩道の幅員が確保できれば、ガードレールで仮に仕切るということが考えられるが、今は、用地買収で正規の歩道を作るということを第一に考えていきたいと思っている。
○　特に事故について、重視されていると思うが、よろしくお願いする。
何かこれについて次回までに用意しておくものはないか。視点１，２，３について、いずれもここに示されたとおりでよいか。
· 事務局から、「（旧）大阪中央環状線交差点改良」の説明
・　事業採択後5年未着工で再評価を行うもの。H18年度事業採択であるため、本来であれば昨年度の事業評価で審議する案件であった。
・　現在、（旧）大阪中央環状線の西行き車線には、右折レーンが無く、交通渋滞を引き起こし、追突事故の原因となっている。このため、右折レーンを設置し、併せて狭小な歩道を4mに拡幅整備するものである。
・　事業実施について、地元の理解が得られるまで交渉を継続してきたことにより事業着手が遅れ、完成は平成25年度の見込。平成23年度から事業着手。
・　事業着手が遅れるものの、死亡事故が発生するなど事業の必要性に変化はないことから、対応方針（原案）は、事業継続としている。
○　5年間未着工ということで、複雑な状況があったのか。
⇒［都市整備部］
事業を行うときは地元の了解が必要ということで、地元に入るが、事業の反対があり、説明会
に入れなかった。しかし、ここ数年この区間も含めこの路線で7件の死亡事故が起こっており、地元の方も意識を変えてきて頂いたということで今年度から事業着手で考えている。
○　視点１，２，３について、交通状況の安全面に関して、財政の問題もあるが、この事業は、地元の理解がなかなか得られなかった、死亡事故が発生している。視点２の今後の進捗については、22年度までに理解が得られたので、23年度から着手するというものである。視点３のコスト縮減代替案、交差点改良と歩道の確保で代替案の立案の余地はない、書いてあるとおりだと思う。視点１，２，３については、こういう確認をしているが。
○　死亡事故の発生ということで、この事故の中身、歩道にいる歩行者が巻き込まれている、あるいは右折レーンの問題で車両の事故が起こったとか、事故の様子は把握しているのか。
⇒［都市整備部］
警察にも確認したところ、この近辺で起こった事故は、今回事業予定区間の東端の市道との交
差点を横断中の事故だと聞いている。渋滞していることと、歩道が狭いので、飛び出してきた自転車、歩行者を視認するまでの時間がかかった。歩道を拡幅することによって、自動車から歩行者や自転車の飛び出しの確認がしやすくなるということで交通安全性の向上につながるものと考えている。
○　事故の状況を整理していただきたい。
○　3番目の事業も、どんなところでどんな事故が起きたのかわかれば教えていただきたい。
⇒［都市整備部］
事故の詳細については警察が把握しているので、公表できる情報、できない情報があり、警察
と調整させていただきたい。
◆［委員長］
あと2件の予定であるが、時間がきたので、残りは次回以降、説明をお願いしたい。

（３）その他

◆［委員長］
次に、まだ全部概要説明が済んでいないが、府民意見と意見陳述の募集を行うということで、
よいか。
○異議なし

◆［委員長］
ご異議がなければ、府民意見と意見陳述の募集を行うこととする。本日質問に答えられな
かった点については、部局で整理していただき、次回以降、回答していただく。事務局から何かあるか。
· 事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。

・　府営住宅の入居状況と今後の府営住宅政策の方向性について。
・　港湾事業の中古自動車の今後の見通しと今まで5年間の実績。
・　交通安全事業の大阪高槻線と旧大阪中央環状線について交通事故の状況。
◆［委員長］
以上、もって本日の委員会を終了する。長時間ありがとうございました。

以上
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